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平成 17 年 12 月期 決算短信（連結）       平成 18 年 2 月 14 日 

 

上 場 会 社 名        スミダ コーポレーション株式会社  上場取引所 東 

コ ー ド 番 号        6817  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ  http://www.sumida.com ） 

代  表  者 役職名 代表執行役会長 氏名 八幡 滋行  

問合せ先責任者 役職名 代表執行役ﾁｰﾌﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｵﾌｨｻｰ 氏名 松田 三郎 TEL（03）3667-3381 

親会社等の名称 （コード番号：  ） 親会社等における当社の議決権保有比率： - % 

米国会計基準採用の有無 無  

 
１．17 年 12 月期の連結業績（平成 17 年 1 月 1日～平成 17 年 12 月 31 日） 
(1)連結経営成績               （注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して記載しております。 

 売 上 高      営 業 利 益      経 常 利 益      
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年 12 月期 39,666 9.4  3,183 △ 11.8  2,853 △ 8.8  

16 年 12 月期 36,246 18.7  3,611 50.8  3,128 59.6  

 
 

当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株 主 資 本       

当期純利益率      
総 資 本      

経常利益率 

売 上 高      

経常利益率 

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

17 年 12 月期 2,435 34.7  126  54 109  91 10.7  6.6  7.2 

16 年 12 月期 1,807 473.8  104  25 101  49 9.2  9.8  8.6 

(注) ① 持分法投資損益 17 年 12 月期 △387 百万円 16 年 12 月期 △321 百万円

② 期中平均株式数(連結) 17 年 12 月期 19,243,774 株 16 年 12 月期 17,334,894 株

③ 会計処理の方法の変更 有   

④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)連結財政状態 

 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率       1株当たり株主資本       

 百万円 百万円 ％ 円  銭

17 年 12 月期   51,701   24,920   48.2 1,285  44 

16 年 12 月期   34,170   20,511   60.0 1,175  67 

(注) ①  期末発行済株式数(連結) 17 年 12 月期 19,386,612 株 16 年 12 月期 17,446,262 株

  

(3)連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

17 年 12 月期 3,052  △2,081  12,006  18,342  

16 年 12 月期 2,413  △3,107  1,245  4,900  

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 21 社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 1 社 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) 2 社 (合併による消滅) － 社 (除外) － 社   持分法 (新規) － 社 (除外) － 社 

 
２．18 年第 1四半期の連結業績予想（平成 18 年 1 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

 売 上 高       経 常 利 益       当 期純利 益       
 百万円 百万円 百万円

第 1四半期 14,200 780 500 

  (参考)1 株当たり予想当期純利益（第 1四半期）25 円 79 銭 
 
＊ 当社は添付資料 14 頁記載の理由により、通期の業績予想を行うことが困難な状況にあるため、本資料では、次第 1 四半期に係る業績 

予想を開示しています。当社は四半期財務情報の開示を実施しています。 
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スミダ電機株式会社 

 

勝美達電子股份有限公司（台湾） 

SUMIDA ELECTRIC (H.K.) COMPANY LIMITED (香港) 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

統括会社 

企 業 集 団 の 状 況 
 

当社の企業集団は、持株会社である当社と子会社 21 社で構成され、電子部品等の製造販売を主な内

容とし、事業の系統図は次のとおりであります。 
 

         （国内顧客）                （海外顧客） 
 

販  売 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
製  造 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
開   発 

 
 

 
 
 

 
 
サービス  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 

1. 上記子会社は全て連結しております。 

2. 当社に代わって 3 ビジネス（レガシー、インバータ、オートモーティブ）を統括する持株会社として平成 17 年 4月に SEC

株式会社を設立致しました。また、中国の販売拠点として平成 17 年 8 月に Sumida Trading (Shanghai) Company Limitedを設立致し

ました。 

3. M.SUMIDA ELECTRIC SDN.BHD.及び SUMIDA ELECTRONICA de MEXICO は清算手続中であります。 

持分法適用会社(1社) 

Arima Devices Corp. 

国内販売拠点（1社） 

 

SUMIDA ELECTRIC(H.K.) COMPANY LIMITED（香港） 

東莞勝美達（太平）電機有限公司 （中国） 

M.SUMIDA ELECTRIC SDN.BHD.（マレーシア） 

勝美達電子股份有限公司（台湾） 

SUMIDA AMERICA INC. (米国) 

SUMIDA ELECTRONICA de MEXICO（メキシコ） 

SUMIDA  de MEXICO S.A. de C.V.（メキシコ） 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC COMPANY LIMITED(中国) 

STELCO GmbH（ドイツ） 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

海外製造拠点(10社） 

Sumida Trading Company Limited（香港） 

Sumida Trading Private Limited（シンガポール） 

SUMIDA AMERICA INC. (米国) 

SMD MARKETING (M) SDN. BHD.（マレーシア） 

勝美達電子股份有限公司  (台湾) 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC COMPANY LIMITED(中国) 

SUMIDA KOREA INC. (韓国) 

STELCO GmbH(ドイツ) 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

Sumida Trading (Shanghai) Company Limited(中国) 

海外販売拠点（10社） 

スミダ電機株式会社 

国内サービス（1社） 

SUMIDA SERVICE COMPANY LIMITED （香港） 

海外サービス（1社） 

SUMIDA CORPORATE SERVICE COMPANY LIMITED(香港） 

SUMIDA HOLDING GERMANY GmbH(ドイツ) 

海外子会社統括（2社） 

スミダコーポレートサービス株式会社 
SEC株式会社 

国内子会社統括（2社） 

当社(持株会社）

海外開発拠点（3社） 

スミダ電機株式会社 

国内開発拠点（1社） 
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経 営 方 針 

 

１．会社の経営の基本方針 

当社グループはグローバルな視点から最も効率のよい開発・製造・販売を行い、安定的な業績拡大

を実現することで株主・顧客・仕入先の皆様、社員など当社に関わりのある世界のあらゆる人々の社

会生活向上に貢献することを基本方針としております。このため、世界をマーケットとして見据え、

一国、一業種、一企業に偏らないリスクを分散した営業活動を展開しております。製造面におきまし

ても、メイドインマーケットの実施により、一つの国の政治的・経済的状況に左右されない生産体制

を整えております。 

また、将来の成長市場・商品をいち早く見極め、その分野において他社に先駆けて実績を積み上げ

るというリーディングエッジを発揮出来る企業となるよう努めております。   

 

２．当連結会計年度における経営施策 

当社グループは、前連結会計年度より純粋持株会社の傘下に販売、製造、R＆Dの各事業会社を置く

機能別経営から成長分野に的を絞った製品別経営に移行しましたが、当連結会計年度は、長年に亘っ

て培ってきた巻線技術を基盤とするレガシービジネス、ノート PC、LCD モニター、液晶 TV 等フラット

パネル分野を担うインバータビジネス、主に車載用電子部品を手掛けるオートモーティブビジネスに

擬似資本金を授与し、責任の明確化を図りました。各ビジネスは独自の販売、製造、R＆D部門を持ち、

プレジデントを中心に目標とするコミットメントに向けて果敢に挑戦しております。 

また、2004 年 11 月に Fine DNC グループの DNC Technology と合弁で設立したスミダ コリアは当連

結会計年度から実質的な事業活動を展開しています。韓国市場に焦点を絞ったインバータトランス及

びインバータユニットの販売・研究開発を進め、韓国企業向けの売上増に寄与しています。2004 年 12

月末に買収したドイツの STELCO も、チップインダクタ、コンデンサ、圧電セラミックス等受動電子部

品を製造・販売し、当社グループへの収益計上が始まっています。 

経営組織では、2005 年 4 月にスミダコーポレーション株式会社の 100％子会社として SEC 株式会社

を新たに設立し、新会社が既存ビジネスを当社から分割して継承・統括しております。この会社分割

により既存ビジネスと新規ビジネスの業務範囲が明確化し、それぞれのビジネス内での意思決定がよ

り迅速になると同時に、各ビジネスに対する経営資源の適切な配分が可能になりました。更に中国国

内での販売網を再構築・強化するため、2005 年 8 月に Sumida Trading （Shanghai) Company Limited

を設立致しました。 

 

３．利益配分の基本方針 

当社は連結業績に連動した配当政策を利益配分の基本方針としております。日本国内に加えて海外

の株主を考慮し、東証一部上場の優良企業及びアメリカ、ヨーロッパ等海外企業の配当水準を参考に

配当性向 25％を目安とし、安定的な配当を継続してまいります。 

 

４．投資単位に関する考え方 

当社は、株式市場での当社株式の流動性を高め、より広範な投資家の参加を促す観点から、株式投

資単位の見直しを適宜実施していくことを基本方針としております。 

 

５．中長期的経営戦略 

今後一段の企業飛躍を実現するため、レガシービジネス、インバータビジネス、オートモーティブ

ビジネス、新規ビジネスの成長分野に経営資源を集中させてまいります。 

レガシービジネスは過去 50 年に亘って培ってきたコイルの巻線技術を使用する当社の最も得意と

する分野です。電池等の電源から目的の電圧を効率良く取り出す DC/DC コンバータ、パワーインダク

タ、同調回路に使用される RF（高周波）・IFT（中間周波）コイル、キーレスエントリー向けコイルな

どがあり、ノートブックパソコン、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ、携帯電話、HDD、AV 機

器、車載用電装品など幅広い分野に使用されています。今後、モバイル機器の小型化・低背化、デジ

タル機器の多機能化に対応した新製品の開発に力を注いでまいります。 

インバータビジネスは将来最も成長が期待出来る分野です。パソコンにおきましては CRT モニター

から LCD モニターへの移行が急激に進展しています。テレビもブラウン管タイプから液晶タイプ、プ

ラズマディスプレイへの転換が本格化するものと予測されます。当社グループはフラットパネル向け
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バックライト関連製品、電源関連製品等新製品の開発に力を注いでまいります。 

オートモーティブビジネスでは自動車の電子化の進展に伴い当社の巻線技術を生かせる市場が広が

っています。ABS コイルは既存客のシェア拡大と同時に新規顧客向けの納入を実現するため、ヨーロッ

パ及び北米市場を更に強化致します。ABS コイル以外ではキーレスエントリー、直噴エンジン用インジ

ェクションコイル、カーエアコンの冷暖房切り替え用コイル、EPS（エレクトロニック・パワーステア

リング・システム）用コイルを中心に事業活動を展開してまいります。 

既存の 3 つのビジネスに加えて新規ビジネスにも力を注いでいます。新規ビジネスでは、スウェー

デン・JENSEN が、主にプロジェクター用 GDT（ガス・ディスチャージ・チューブ）をヨーロッパ向け

に販売しています。車載向け GDT につきましては採用決定まで時間を要するものの、サンプル出荷を

着実に行っており、2006 年には徐々にその成果が顕在化するものと考えられます。昨年末に買収した

ドイツ・STELCO 社は当社グループへの収益寄与が当連結会計年度から始まっています。 

また、2005 年 12 月 22 日からドイツの子会社 SUMIDA HOLDING GERMANY GmbH を通じて VOGT Electronic 

AG の株式の公開買付けを実施致しました。本公開買付けが成功裏に終了したことにより同社は SUMIDA 

HOLDING GERMANY GmbH の子会社となり、2006 年から当社の連結決算対象子会社に組み入れられます。

同社は、創業 70 年の歴史を誇るコイルの専業メーカーであり、ドイツ、オーストリア、ルーマニア、

スロベニア、メキシコ、上海に製造設備を持ち、コイル、トランス、各種モジュール、センサー等を

主にヨーロッパ企業向けに販売しています。手掛けている分野は、自動車機器、通信機器、産業・医

療機器、娯楽機器、家電及び照明器具と幅広く、特に自動車機器向けが売上の大半を占めています。

ヨーロッパ地域、自動車機器分野に強い同社と、アジア地域に基盤を持ち、オートモーティブビジネ

スを積極的に推進している当社との開発・製造・販売面での相乗効果を発揮するよう努めてまいりま

す。  

中期経営計画では、2007 年に総売上高 1,000 億円達成を目指しております。 

 

６．コーポレート・ガバナンス 

【コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方】 

  当社は、経営の透明性及び効率性を確保し、ステークホルダーの期待に応え、継続的に企業価値を

高めていくことがコーポレート・ガバナンスの基本であり、経営の最重要課題の一つであると認識し

ております。 

  コーポレート・ガバナンスを強化するために当社は 2003 年 4 月に委員会等設置会社に移行致しまし

た。社外取締役が過半数を占める指名、監査、報酬と当社独自の戦略委員会の４つの委員会を設置し

経営の透明度を高める機構を備えました。また、業務執行機能に専従する機関として執行役を置き、

取締役会は業務執行の監督に特化し、「執行」と「監督」が明確に分離され、両者が有効に機能する

組織機構になりました。更に取締役会は「執行役」に業務決定権限を大幅に委譲し、2004 年 1 月から

は、グローバルに展開する経営資源を製品群毎の一元管理するためにカンパニー制を導入し、激動す

る社会・経済情勢に応じて迅速な意思決定を行い機動性と柔軟性に富んだグループ経営ができるよう

に致しました。 

当社はタイムリーで質の高い情報開示を行うことはステークホルダーに対するアカウンタビィリテ

ィを果たすことであり、経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスの充実に資するものと考え

て四半期毎の決算説明を始めとして情報開示に積極的に取り組んでおります。 

  当社のコーポレート・ガバナンスに関する考え方の詳細については「スミダの経営に関する諸原則」

に記載しております。「スミダの経営に関する諸原則」は英語、日本語、中国語により当社のイントラ

ネットに掲示されており、スミダグループの役職員は随時これを確認することが出来ます。 

 

【コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況】 

(1)会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

①会社の機関の内容 

 イ．取締役会 

       取締役会は取締役・執行役の監督と経営の基本方針の策定等の専決事項に専念し、それ以

外の事項の業務執行は執行役に委任しております。取締役会の構成は、取締役 10 名中 5名が

社外取締役で、8 名は執行役を兼務しない取締役となっております。当社では取締役会に次

の委員会を設置しております。 



 - 5 -

      ・指名委員会（法定） 

構成 ： 社外取締役 3名 

取締役選解任議案の内容の決定を行うほか、当社では執行役候補者の選任も行い取締

役会に推薦します。指名委員会の議長は社外取締役がつとめています。 

      ・監査委員会（法定） 

構成 ： 社外取締役 2名、社内取締役 1名 

取締役及び行役の職務の執行の監査及び株主総会に提出する会計監査人の選・解任等

に関する議案の内容の決定を行います。 

      ・報酬委員会（法定） 

構成 ： 社外取締役 3名 

取締役・執行役の個人別の報酬の内容の決定に関する方針及び個人別の報酬を決定し

ます。 

 ＊ 法定 3 委員会の本質は監督機能であるため、本年から被監督側である執行役は

委員に選任しないことと致しました。 

      ・戦略委員会（任意） 

構成 ： 社外取締役 1名、社内取締役 5名 

        当社独自のもので中期経営計画の策定やコーポレート・ガバナンスの充実策の検討を

行います。 

   社外取締役のためだけの専従スタッフは配置しておりませんが、取締役会及び員会の

専従スタッフ（4 名）を配置しております。当該スタッフは、取締役会開催にあたって

は事前に付議案件の資料を提供し説明したり、随時情報の提供や説明を行うなど社内・

外の区別無く取締役をサポートしております。また、海外在住及び常勤の取締役の便宜

を図るため、取締役専用の Web-site に随時情報を掲載し、情報をタイムリーに共有でき

る仕組みを構築しています。なお、監査委員会の補助を行う担当者の異動等には監査委

員会の承認を必要とし、執行役からの独立性を確保しております。 

   ロ．執行役 

執行役は取締役会から委任を受けた事項の業務執行を取締役会の決議により定められ

た職務の分掌に従い行っております。執行役は 3 名で、いずれも代表執行役です。代表

執行役間の職務分掌の概要は次のとおりです。 

・代表執行役 CEO 

スミダグループのビジョン・戦略の策定及び業務執行の最終責任を負う 

      ・代表執行役 Group President 

CEO の策定したビジョンの実行及び務執行に責任を負い、CEO に報告する 

      ・代表執行役 CFO  

財務・会計関連業務に責任を負い、CEO に報告する 
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②会社の機関、内部統制の関係を表す模式図 

 

 
 

③会社の業務執行の監視、内部統制、リスク・マネジメント、コンプライアンスの体制 

   イ．業務執行の監視 

      業務執行の監視については取締役会が取締役・執行役の監督を、監査委員会が取締役・執行役

の監査を行っております。また、会社に著しい損害及び利益を及ぼすおそれのある事実について

は、内部統制部門が随時取締役会・監査委員会に報告を行う体制を構築しております。 

   ロ．内部統制システムの整備の状況 

      内部統制システムとして、執行役の職務の執行が法令及び款に適合し、かつ、効率的に行われ

ることを確保するために、執行役は「スミダの経営に関する諸原則」に則り、妥当な意思決定体

制の確保と運用及びそれらの監視を行うシステムを構築し、経営効率を高めるよう努めます。具

体的事項としては次の事項を行ないます。 

・スミダアカデミー及びンプライアンス・オフィスはグループ全体に、スミダの経営に関する

諸原則の周知徹底に努め、内部監査室はこれらの遵守状況を監視します。 

・代表執行役は内部監査室、リーガルオフィスによる内部統制の有効性を検証します。 

・代表執行役にはそれぞれ諮問機関を置き、重要な意思決定を行う際は諮問機関メンバーの意

見を聴取し、十分に検討を行うこととします。 

・執行役は職務権限並びに妥当な意思決定ルールを制定し、その運用状況を定期的に検証しま

す。 

なお、業務執行上、何らかの疑義が生じた場合は、弁護士・会計監査人等に適宜助言を仰いで

おります。 

    

 株主総会 

指名委員会 

監査委員会 

報酬委員会 

戦略委員会 

 各委員の選解任 

取締役の職務執行の監査 

取締役の報酬決定 

業務執行の監督 

執行役の選解任 

監査
執行役の 

報酬決定 

取締役候補の決定 取締役の選解任 

代表執行役CEO 

代表執行役GP 

代表執行役CFO 
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ハ．コンプライアンス体制の整備の状況 

    コンプライアンスについてはコーポレート・ガバナンスの根幹であるとの認識のもと、単なる

法令の遵守という問題に限定せず、企業の社会的責任(Corporate Social Responsibility（ＣＳ

Ｒ)）を Integrity(誠実性）、Discipline(規律）、Common Sense（常識）に基づき積極的に果たし

ていく活動と位置づけ、 コンプライアンス・オフィスを中心に体制整備及びニタリング活動に

努めております。 

④内部監査及び監査委員会監査の状況 

    当社では、内部監査部門として代表執行役 CEO 直属の内部監査室（2 名）を設置し、同じく CEO

直属のコンプライアンス・オフィス（1 名）と連携して、業務執行の適法性、妥当性、効率性の観

点から当社グループ会社の監査を行っています。CEO 及び監査委員会とは常時密接な意思疎通を行

い、監査結果は速やかに両者に報告しています。 

  監査委員会は常勤１名と非常勤２名の計３名で構成しております。執行役の職務の執行に関する

監査は主として、内部統制部門に、会計監査においては会計監査人に依拠して監査を行います。監

査委員会は取締役会決議に従い、重要と思われる資料、報告書等の入手に努め、必要に応じてグル

ープ内の各部署に質問し、説明を求め、場合によっては独自に調査すること等により監査を行いま

す。取締役の職務の執行に関する監査は取締役会または各委員会での活動状況等により監査します。  

監査委員会と内部監査室とは年度監査方針・計画の策定にあたっては事前協議を行います。また、

会計監査人は期初に監査計画の説明を行い、期中の監査の状況、期末監査の結果等について定期的

に報告を行うとともに必要な都度監査委員会もしくは内部監査室と協議を行います。 

  ⑤会計監査の状況 

     当社は新日本監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。当期において会計監査業

務を執行した公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。 

イ．会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 監査継続年数

指定社員 業務執行社員 浜田正継 新日本監査法人 ６年 

指定社員 業務執行社員 上村 純 新日本監査法人 ２年 

指定社員 業務執行社員 室橋陽二 新日本監査法人 ５年 

ロ．会計監査業務に係る補助者 

公認会計士１名、会計士補等４名 

  ⑥会社と社外取締役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 

       社外取締役 5名と当社の間には特別な利害関係はありません。 

 

（2)リスク管理体制の整備の状況 

今日の当社の事業を取り巻く環境や内部環境は時として急激に変化し、これらは経営に大きなリス

クをもたらしています。企業が成長力を維持する基盤として、リスク・マネジメント能力が益々重要

になっており、企業の評価を大きく左右する時代になっております。そのため当社ではリスク・マネ

ジメントを経営上の最重要課題の 1つと捉えて整備を進めております。 

 2003 年７月にリスク・マネジメント・コミッティー及びの実施機関としてリスクマネジメント・オ

フィスを設置し、責任者であるチーフ・リスクマネジメント・オフィサーには CEO が就任しました。

また、リスクマネジメント・オフィサーを任命するとともに海外を含むグループの主要事業拠点にリ

スクマネジメント・モニターを配置しました。グローバルな観点から、将来予想されるリスクを洗い

出し、分析し、リスクの回避、予防、分散策を策定するとともに、万一発生した場合の損失を最小化

するための対応方法についても検討しております。 
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（3)役員報酬の内容 

   単位：百万円） 
取 締 役 

社内取締役 社外取締役 
執行役 合 計 

区分 
支給 

人員 
支給額 

支給

人員
支給額

支給

人員
支給額

支給 

人員 
支給額 

報酬委員会決議に基

づく確定金額 
3 36 5 35 8 324 16 395 

報酬委員会決議に基

づく金銭以外の報酬 
- - - - 1 17 1 17 

計  36 35 341  412 

注 1.取締役及び執行役に対する金銭以外の報酬（職務遂行の対価である財産上の利益の額）は役員

用の借上げ社宅であります。 

2.期末現在の人員は、取締役 10 名、執行役 3名で、内 2名は取締役と執行役を兼任しております。

取締役と執行役の兼任者の報酬は執行役の欄に総額を記入しております。 

3.取締役、執行役の対象期間内の異動は次のとおりであります。 

              就任  取締役  1 名 

                  執行役  － 

              退任  取締役  － 

         執行役  5 名 

  

（4)監査報酬の内容 

 監査報酬については会計監査人の報酬改訂に当たっては、適正な監査報酬である 

と認識しております。 

        

     当社の会計監査人である新日本監査法人に対する報酬 

公認会計士法第 2条第 1項に規定する業務に基づく報酬総額 32 百万円 

上記以外の報酬総額 － 

 

 (5)コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

    当年度において、取締役会は 6 回開催され、経営の基本方針の策定、所定の法定事項の決定や定期

的な業務執行状況のレビュー等を通じて、その監督機能の強化・実践に努めて参りました。指名委員

会は 3 回開催され、取締役候補者の選任基準の策定、取締役候補者の決定、執行役候補者の取締役会

への推薦等を行いました。監査委員会は 10 回開催され、定期的な決算情報に係る計算書類の作成プロ

セスの妥当性、内部監査・内部統制体制、情報開示体制、リスク・マネジメント体制、コンプライア

ンス体制等に関する監査を実施し、その結果を取締役会に報告しました。報酬委員会は 3回開催され、

取締役・執行役の報酬決定の方針及び個人別の報酬等を決定しました。戦略委員会は 2 回開催され、

中期経営計画やＭ＆Ａ戦略についての討議を行ったほか、コーポレート・ガバナンスの更なる向上策

についての討議も行いました。 

    当社は適時に正確で質の高い情報開示に積極的に取り組んでおります。2005 年 2 月に、会社情報の

適時開示に係る社内体制を改めて整理し、情報の収集体制、開示情報の検討体制、取締役への報告、

情報の開示の各段階の取扱いを明確化し、開示手順のフローチャートを作成しました。これらを関係

部署に周知徹底させるとともに、東京証券取引所にも提出致しました。 

    2005 年 4 月に当社グループのビジョン、経営の基本原則、コミットメント、行動規範、企業統治原

則、環境理念を集約の上、「スミダの経営に関する諸原則」として改めて制定致しました。かかる基

本原則の遵守の重要性をグループ役職員へ周知徹底するために、イントラネットに３ヶ国語で掲示す

るとともに、冊子（日英対照で表記）を配布しました。また、専任部署による教育も行っております。

これによりステークホルダーへの責任をより明確に意識した事業の運営に努め、一層充実したコーポ

レート・ガバナンスの実現に向け取組んでおります。 

    また、リーガルオフィス、リスクマネジメント・オフィス、コンプライアンス・オフィス、内部監

査室等の相互の連携を強化し、内部統制及びループ全体のマネジメントの一層の向上を図りました。 
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７．対処すべき課題 

当社は2003年にスタートした中期経営計画であります2007年度に売上高1,000億円、EDITDA100億円の

達成に向けて、Global, Speed, Focusをモットーとして事業に邁進しております。 

① グローバル（Global） 

 従来から取り組んでおりました現地で生産し販売をする現地完結型ビジネスへの転換を行いまし

た。開発においてもデザイン・イン・マーケットを目指しております。 

② スピード（Speed） 

 2003年に委員会等設置会社に移行し、執行役に大幅に権限委譲し、グループ全体の業務執行のス

ピードの向上を図れる体制にしました。2004年にはカンパニー制を導入し、2005年にはその強化の

ためにカンパニー毎に財務諸表を作成させ、責任を持たせるとともに、スピードを持って活動する

ために大幅な権限委譲を行いました。今後も、より機動的な対応を追求してまいります。 

③ フォーカス（Focus） 

 選択と集中により採算性の低い事業を圧縮して３つのコアビジネス、すなわち50年の歴史を誇る

レガシービジネス、フラットモニター向けで高成長が期待出来るインバータビジネス、自動車の電

子化が進むオートモーティブビジネスにフォーカスしております。各ビジネスは売上高、利益に対

してコミット（公約）し有言実行の徹底を強化しております。 

④ リスク・マネジメント(Risk Management） 

 企業は疾病、災害、訴訟、為替及び金利の変動など様々なリスクを抱えております。こうしたリ

スクに備えるため、当社グループにおきましては、リスク・マネジメント・コミッティーを社内に

設置しております。 

⑤ 企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility） 

  環 境 対 策 、 法 令 順 守 、 社 会 貢 献 を 重 視 し た 幅 広 い 企 業 の 社 会 的 責 任 

(ＣＳＲ）活動に注力するため、環境に関する国際規格である ISO14001 の取得、法務部門・コンプ

ライアンス部門の強化及び奨学金の給付等を実施してまいりました。 

 

８．目標とする経営指標 

2000 年 6 月の純粋持株会社制への移行に伴い、各事業会社を設立・独立させ分社化を実施致しまし

た。持株会社は事業会社に日々の業務運営を委ね、グループ全体に関わる方針決定を行います。2004

年１月よりグループを再編し 5 ビジネス (カンパニー）に区分して、各カンパニーの目標・責任・権

限を明確にし、製造、販売、開発を製品毎に把握し、売上及び利益の拡大を図ります。個々のカンパ

ニーの企業価値を高めることが、グループ全体の企業価値向上に繋がるものと確信しております。各

カンパニーの企業価値への貢献度合い、達成度合いを分析する指標として、フリーキャッシュフロー

の概念を簡略化し、より迅速な経営判断の出来る修正 EBITDA を採用しております。 

 

９．親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 
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経 営 成 績 

 

 

１．当連結会計年度の業績の概況 

当連結会計年度の世界経済は、ヨーロッパが長期に亘る景気停滞から抜け出し、良好な経済活動期

入りを示す景気指標の発表が相次いでいます。アメリカは度重なる金融引き締め策を背景に住宅投資

が沈静化する一方、追加利上げ打ち止め観測の台頭で流動性が高まり、株式市場への資金流入、投資

家の資産増加という好循環が形成されつつあります。企業も過去数年間の増益基調のなか支出抑制策

の徹底で手元資金が膨らみ、IT 分野を中心に設備投資が活発化しています。日本は企業活動の勢いが

素材産業から加工組立て、ハイテク産業、非製造業に広がっています。また、企業の増益が積極的な

設備投資につながると同時に家計部門を潤し、個人消費も好調に推移しています。 

中国は過剰投資が原因で過熱しやすい経済体質を改めるとともに個人消費を促すことで安定成長を

実現する方針を打ち出しています。一方、原油、銅、鉄鉱石など一次産品の価格の上昇によりロシア、

中東、ブラジル、南アフリカの経済成長が高まり、インドも対外開放、海外直接投資誘致の積極化で

製造業及びサービス業が活発化しています。更に、比較的低成長の続く先進諸国から成長著しい新興

諸国への資金の流入が加速し、現地の産業育成、所得水準の向上を通じて世界の購買力がかつてない

規模で高まっています。 

世界の電子機器市場では今年前半まで各セットメーカーが生産調整を実施したものの、PC、携帯電

話が新興市場で本格的な普及期を迎えたのに加え、アメリカ、ヨーロッパなど先進国市場でも AV 機能

搭載の PC、第 3世代の携帯電話が拡大し、薄型 TV 等デジタル家電製品が 2006 年のトリノ冬季オリン

ピック、ドイツのワールドカップに向けて成長するなど需要は急激に立ち上がってまいりました。 

音響・映像機器では、液晶 TV、PDP-TV、携帯型音楽プレーヤーが国内外で好調に推移しました。一

方、パソコンの出荷台数は、2005 年第 1 四半期に前年同期比 10.3％増の 50 百万台、第 2 四半期は同

14.8％増の 49 百万台、第 3 四半期は同 17.2％増の 55 百万台、第 4 四半期は同 19.9％増の 64 百万台

と順調に増加しています。携帯電話の出荷台数は、2005 年第 1四半期に前年同期比 17.5％増の 181 百

万台、第 2 四半期は同 21.6％増の 190 百万台、第 3 四半期も同 22.0%増の 205 百万台とアメリカ、西

ヨーロッパなど先進国で買換え需要が活発化し、東ヨーロッパ、中東、アフリカの新興市場で新規購

入が拡大しています。第 4四半期も好調に推移し、2005 年通期では前年比 21.3％増の 780 百万台前後

を達成したものと推定されます。また、世界の自動車の新車販売台数が高水準で推移するなか安全性、

快適性、燃料効率化を実現する車載用電子部品の需要が更に高まっています。         

このような環境の中、当社グループはノート PC、LCD モニター、液晶 TV 等フラットパネル向けを担

うインバータビジネス、主に車載用電子部品を手掛けるオートモーティブビジネスなど今後高成長が

見込まれる分野に経営資源を集中させると同時に、長年に亘って培ってきた巻線技術を基盤とするレ

ガシービジネスにおいても世界の電子部品市場を上回る成長率を目指し、新技術、新製品、新用途の

開発に力を注いでまいりました。           

当連結会計年度の売上高につきましては、電磁気製品の製造及び光ピックアップの OEM 製品からの

撤退でその他ビジネスが縮小しましたが、パワーインダクタを中心にレガシービジネスが増加し、イ

ンバータビジネス、オートモーティブビジネスが 2桁成長を遂げたことから前連結会計年度比 9.4%増

の 39,666 百万円になりました。 

利益面では、レガシービジネスが増収効果で増益を確保し、インバータビジネスが増収効果及び原

価低減で収益力向上を実現したものの、オートモーティブビジネスが大手顧客向け製品についてユー

ロー安の影響を受けたこと、業容の拡大で販売費、研究開発費、一般管理費が増加したことなどから

営業利益は前連結会計年度比 11.8%減の 3,183 百万円になりました。 

持分法による投資損失が発生しましたが、為替差益が発生したため経常利益は前連結会計年度比

8.8％減の 2,853 百万円となりました。特別利益にサイアバージェス等の投資有価証券売却益を計上し

たことから当期純利益は前連結会計年度比 34.7％増の 2,435 百万円となりました。  

  

次に事業の種類別セグメントの業績につきましては、前連結会計年度末に電磁気製品の製造及び光

ピックアップの OEM 製品から撤退し、当連結会計年度から事業の種類別セグメントがコイル事業単一

となったため記載しておりません。 
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２．財政状態 

   （1)資産、負債及び資本の状況 

  (流動資産） 

 当連結会計年度における流動資産の残高は 35,169 百万円（前連結会計年度は 20,283 百万円）と

なり、14,886 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、現金及び預金が 13,442 百万円増加したこと、事業拡大に伴う受取手形及び売掛

金が 815 百万円増加したこと、棚卸資産が 580 百万円増加したことによります。 

  （固定資産） 

 当連結会計年度における固定資産の残高は 16,532 百万円（前連結会計年度は 13,888 百万円）と

なり、2,644 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、仙台技術センター(M.Lab)の敷地購入 503 百万円、オートモーティブビジネス等

の生産設備増強 1,040 百万円、円安による為替の影響で海外資産が 868 百万円増加したことにより

ます。 

  （流動負債） 

 当連結会計年度における流動負債の残高は 16,008 百万円（前連結会計年度は 12,806 百万円）と

なり、3,202 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、企業買収による資金需要があったことから借入金が 3,750 百万円増加したこと

によります。 

  （固定負債） 

 当連結会計年度における固定負債の残高は10,717百万円（前連結会計年度は804百万円）となり、

9,913 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、社債 9,200 百万円を発行したことによります。 

  (少数株主持分） 

 少数株主持分が 55 百万円となりました。 

  （資本） 

 当連結会計年度における資本の残高は、24,920 百万円（前連結会計年度は、20,511 百万円）とな

り、4,409 百万円増加しました。主な増加要因は、新株引受権及び新株予約権の行使により資本金

及び資本剰余金が 335 百万円増加したこと、当期純利益の計上等による利益剰余金 1,885 百万円の

増加したことによるものです。また、当連結会計年度末において円安により借方為替換算調整勘定

が 2,229 百万円減少しております。 

 

   (2)キャッシュ・フローの状況 

当連結会計期間における現金及び現金同等物は前連結会計期間と比べ 13,442 百万円増加し 18,342

百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は、運転資金の改善により 288 百万円、利益の増加により 202 百万

円増加したこと等により、前連結会計年度比638百万円増加し3,052百万円の収入超となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、固定資産投資が 1,276 百万円増加したが、投資有価証券の売却

純収入が 1,099 百万円発生したこと、固定資産の売却による収入 401 百万円増加したこと及び関係

会社投資が 845 百万円減少したこと等により、前連結会計年度比 1,026 百万円減少し 2,081 百万円

の支出減となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、主に子会社買収資金の調達等の借入金増 3,542 百万円と円貨建

転換社債型新株予約権付社債の発行 8,000 百万円増加したが、支払配当金の増加 160 百万円、新株

発行収入の減少 536 百万円があったため前連結会計年度比 10,761 百万円増加し、12,006 百万円の

収入超となりました。 
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当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成 16 年 

連結会計年度 

平成 17 年 

連結会計年度 

自己資本比率(%) 60.0 48.2

時価ベースの自己資本比率(%) 135.0 92.2

債務償還年数(年) 2.9 6.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍) 41.7 51.3

(注) 自己資本比率                      :自己資本/総資産 

   時価ベースの自己資本比率          ：株式時価総額/総資産 

   債務償還年数                      ：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

 

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しており

ます。 

※ 有利子負債は短期借入金、社債(一年以内償還予定社債を含み、無利子の転換社債型新株予

約権付社債を含まない)、長期借入金(一年以内返済予定長期借入金を含む)を対象としてお

ります。 

※ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に記載されている

「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「支払利息」を用いております。 

 

３．業績の見通し 

当社グループのコイルの受注は時期を経るに従って水準が切り上がっています。 

コイルの月間受注数量（当月受注＝当月販売予定）は、2004 年第 3 四半期から 2005 年第 1 四半期

まで月平均 1億個台が続き、2005 年第 2四半期に 113 百万個と着実に水準を切上げた後、第 3四半期

は 127 百万個、第 4四半期 134 百万個に増加しています。直近の月次では 10 月 134 百万個、11 月 131

百万個から 12 月 138 百万個に拡大致しました。 

電子部品を取り巻く環境は今後更に活発な状況が続くものと考えられます。 

世界のパソコンの出荷台数は、2005 年に前年比 15.3％増の 219 百万台と順調に増加しています。年

後半アメリカの法人需要が緩やかに鈍化しているものの、中国、韓国、インド等アジアパシフィック

地域、ラテンアメリカ地域、ヨーロッパ・中東・アフリカ地域が好調に推移しました。特に、ヨーロ

ッパ・中東・アフリカ地域はアメリカを抜き、世界最大市場に成長しています。今後も新興諸国を中

心に成長が続くため、2006 年は前年比 10％以上の増加が見込まれます。 

世界の携帯電話の出荷台数は 2005 年に前年比 21.3％増の 780 百万台を達成したものと推定されま

す。2006 年も新興市場での需要が更に高まり、第 3世代（3G）の携帯電話が日本だけでなく世界規模

で普及するため、前年比 10.3％増の 860 百万台以上が予想されます。薄型 TV では、液晶 TV（10 型以

上）が 2005 年の前年比 79.2％増の 14 百万台から 2006 年は前年比 60.8％増の 23 百万台に拡大する見

込みです。PDP-TV も 2005 年の前年比 115.5％増の 5百万台から 2006 年は前年比 63.4％増の 8百万台

と高成長が続くものと思われます。TV 放送のデジタル方式への完全移行は日本が 2011 年を予定して

いるのに対して、アメリカは 2009 年のデジタル化の完了を目指し、06 年 3 月から 25 型以上の TV で

デジタルチューナの搭載が義務付けられ、25 型未満でも 2007 年から義務化される予定です。2006 年

のトリノ冬季オリンピック、ドイツワールドカップ、2008 年の北京オリンピックの開催が予定されて

いることから、電子部品市場は中長期的にも拡大傾向が続くものと考えられます。 

一方、世界の自動車生産台数は 2004 年 64 百万台に達し、このうち商用車（トラック、バス）を除

いた乗用車は前年比 5％増の 44百万台と見られています。2005年も乗用車の生産台数は前年比 2～3％

増と堅調に推移したものと考えられます。今後アメリカ、ヨーロッパ、日本が高水準を維持し、中国、

韓国、インド、ブラジル、ロシア等新興諸国での高い成長が続くため、乗用車の生産台数は着実に拡

大するものと予想されます。こうした中、自動車機器分野ではカーエレクトロニクスの高度化、電子

制御技術の導入により車載用電装部品が多様化しています。 

キーレスエントリーをポケットに入れたままで開錠の出来るパッシブ RKE の採用が増加し、タイヤ

の空気圧を探知し安全走行と燃費向上に貢献する TPMS（タイヤ空気圧モニタリングシステム）も搭載
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の義務付けられたアメリカに加えヨーロッパ、日本で普及が進む見込みです。今後ヘッドランプの光

軸調整、ランバーサポート、オートクルーズなど様々な機能が搭載され、車 1 台当たりに使用される

半導体の部品点数は 2010 年に現在の 2倍の規模が期待されています。これに伴い他の電子部品も着実

に成長するものと思われます。 

 

こうした事業環境の中、当社グループにおきましては、電子部品市場を更に上回る成長率を実現す

るため、今後の成長分野へ経営資源を積極的に集中してまいります。 

(1)レガシービジネス 

パワーソリューションでは、2005 年前半音響・映像機器の生産調整の影響を受け売上高が減

少したものの、後半から市場がやや上向きに転じています。今後原材料の価格低減、製造効率の

向上で製品競争力を高め、デジタルカメラ、DVC、DVD プレーヤー、プリンター向けの販売を積

極化する方針です。家電以外では将来需要拡大が見込まれる車載用分野での新規開拓を推進致し

ます。 

パワーインダクタでは、小型・低背化、電源エネルギーの効率化を追求した新製品を開発し顧

客への納入シェア拡大に力を注いでおります。今後数量が数多く見込める携帯電話、デジタルカ

メラ、HDD、ノート PC、車載関連、ゲーム機器、プリンター、携帯型音楽プレーヤー向けの拡販

に取り組んでおります。携帯電話向けでは、日本、ヨーロッパに加えアメリカでの販売を強化し、

HDD 向けもアメリカでの新規開拓に力を注ぎます。今まで手薄であったゲーム機器向けは大手顧

客の引き合いが活発化しています。2005 年第 3 四半期末から納入の始まった携帯型音楽プレー

ヤー向けは 2006 年の売上にフルに寄与する予定です。また、パワーインダクタの使用点数が格

段に多い PDP 向けもサンプル出荷を着実に行っているため、今後販売が立ち上がってくるものと

期待されます。生産現場においては、原材料価格の引き下げを実現すると同時に、安価で効率の

良い自動機を開発し製造の部分自動化を進めます。 

シグナルでは主力のトナーセンサー向けに加え、モデム、ADSL 等テレコミュニケーション分

野、キーレスエントリー用アンテナコイル等自動車分野、急激に成長しつつあるアニマルタグ向

けを強化する方針です。 

(2)インバータビジネス 

インバータビジネスではノート PC、LCD モニター、液晶 TV、娯楽機器向けにインバータトラ

ンス、インバータユニットを販売しています。従来から手掛けているノート PC、LCD モニター向

けでは価格競争力を高め納入先のシェア拡大に努めています。成長分野である液晶 TV 向けでは、

今後の主流となりつつある 32 インチ型に焦点を合わせた事業活動を展開しております。 

製造現場においては、2004 年後半から原材料価格の引き下げに本格的に取り組み、一定の成

果をあげています。引き続き原材料の価格低減を推進すると同時にインバータユニットに使用さ

れる部品の内製化及び部品点数の大幅な削減を進めることで収益力の向上を実現してまいりま

す。 

(3)オートモーティブビジネス 

オートモーティブビジネスでは ABS コイルで既存顧客への納入拡大と同時に新規顧客向けの

開拓に更に力を注いでまいります。ABS コイル以外ではキーレスエントリーが 2番目の主力製品

に成長し、カーエアコン向けコイルも急速に増加しています。直噴エンジン用インジェクション

コイルは 2005 年から生産が本格化し、2006 年第 2四半期から新製品が寄与する予定です。その

ほか、イモビライザー、ナビゲーションシステム、EPS（エレクトロニック・パワー・ステアリ

ング）、エアーバッグ向けコイルに取り組んでまいります。 

生産現場では今後の新製品の本格化に伴う立ち上げ時の混乱を避けるため、歩留率向上等製造

効率化を推し進めてまいります。 

(4)その他ビジネス 

STELCO は 2005 年ヨーロッパ経済の低迷による影響があったものの、年末にかけて良好な状況

を示唆する経済指標が相次いでいます。2006 年は景気回復が更に鮮明になり、同社の収益に寄

与するものと考えられます。また、今後当社グループを通じて同社製品をアジア市場で拡販する

と同時に、ヨーロッパでの同社の営業網を利用したスミダのコイルの販売も推進する方針です。 

JENSEN は、現在主にプロジェクター用 GDT をヨーロッパ向けに販売しています。2005 年の売

上高は徐々に増加しております。2006 年はプロジェクター用 GDT が主力顧客向けに成長が続く

見込みです。車載向けにつきましては採用決定まで時間を要するものの、サンプル出荷を着実に
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行っており、2006 年には徐々にその成果が顕在化するものと考えられます。地域別ではヨーロ

ッパに加え中国が主要なマーケットに成長しています。また、韓国、台湾市場でも顧客の承認が

進み、販売が始まりつつあります。 

また、2005 年 12 月 22 日からドイツの子会社 Sumida Holding Germany GmbH を通じて VOGT 

Electronic AG の株式の公開買付けを実施致しました。本公開買付けが成功裏に終了したことか

ら同社は Sumida Holding Germany GmbH の子会社となり、2006 年 1 月から当社の連結決算対象

子会社に組み入れられます。同社は、創業 70 年の歴史を誇るコイルの専業メーカーであり、ド

イツ、オーストリア、ルーマニア、スロベニア、メキシコ、上海に製造設備を持ち、コイル、ト

ランス、各種モジュール、センサー等を主にヨーロッパ企業向けに販売しています。手掛けてい

る分野は、自動車機器、通信機器、産業・医療機器、娯楽機器、家電及び照明器具と幅広く、特

に自動車機器向けが売上の大半を占めています。今後ヨーロッパ地域、自動車機器分野に強い同

社と、アジア地域に基盤を持ち、オートモーティブビジネスを積極的に推進している当社との開

発・製造・販売面での相乗効果を発揮するよう努めてまいります。  

 

平成 18 年第 1 四半期の業績予想 

 当社グループでは、各部門から提出される翌四半期のコミットメントを積み上げた方式による業

績予想を発表しております。 

現時点における平成 18 年第 1四半期の業績予想は次のとおりりです。 

平成 18 年第 1四半期連結業績予想 平成 17 年第 1四半期連結業績実績 

（平成18年1月1日～平成18年3月31日） （平成17年 1月 1日～平成17年 3月 31日）

売 上 高  14,200 百万円 売 上 高  9,424 百万円

経 常 利 益  780 百万円 経 常 利 益  610 百万円

当期純利益  500 百万円 当期純利益  374 百万円

（前提となる為替レートは１米ドル 110 円としております。） 

 

４．事業等のリスク 

決算短信に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、

決算短信発表日(平成 18 年 2 月 14 日)現在において当社グループが判断したものであります。 

 

（1）経済動向に係るリスク 

 当社グループが属するエレクトロニクス業界は世界経済の影響を受やすい、変化の激しい業界で

あります。世界各国の急激な景気変動の影響を受け、急激な需要の変化により、当社グループを取

り巻く経営環境が直接あるいは間接的に影響を受けることがあります。また、エレクトロニクス市

場は今後も拡大していく市場であり、市場の拡大は参入企業の増加、潜在的な競業企業の増加も考

えられ、厳しい競争の中、製品に対する顧客の要求も厳しくなる可能性があります。 

当社グループでは事業拠点を世界各地域に分散させ、特定地域に偏らない事業展開を進めるととも

に、特定の取引先への依存度を高くすることなく、幅広い分野の顧客向けに事業展開し、各国の景

気変動の影響を最小限にとどめるようにしております。また顧客からの要請に対しては迅速な設計、

原材料調達先の多様化、部材の内製化、輸送手段の効率化などを進め、顧客からの信頼性や機能の

要求を満たす製品を提供していく体制を作っております。 

 

（2）為替・金利動向に係るリスク 

当社グループは当連結会計年度で約 77％が海外売上で、製造は 100％海外であり、米ドルなどの

外貨建てであります。連結財務諸表作成のため外貨建て財務諸表を日本円に換算した際に、為替変

動より財政状態及び経営成績は影響を受けることがあります。日本及び香港のイン・ハウス・バン

クを使って取引通貨の相当部分を相殺しており、また為替予約を行なう等為替変動による連結業績

への影響を最小限にとどめ、安定した収益を得るように努めております。 

また、借入金等が今後の金利動向によっては、当社グループの収益性に影響を与える場合があり

ますが、借入金の削減、資金調達方法の多様化を図る等金利動向の影響を最小限にとどめるように

しております。 
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（3）技術革新に係るリスク 

当社グループは変化の激しいエレクトロニクス業界において、常にリーディングカンパニーであ

ることを目指し、顧客に対しより良い製品を満足出来る価格で提供し、顧客の支持を拡大出来るよ

う努力を積み重ねております。しかしながら、エレクトロニクス業界では当社グループと競業企業

との間で技術面・価格面における競争は年々ますます激しいものとなっております。特に近年にお

いては中国・台湾及び韓国における現地競業企業の台頭がめざましいものがあります。これに対処

するため、当社グループでは他社との製品上の競業関係において、より有利な地位を占めるため積

極的な研究開発投資を続け、製品の差別化を図り、価格面でも競争力のある製品を提供し続ける所

存です。 

 

（4）原材料等の調達に係るリスク 

当社グループは多くの原材料を外部調達しており、またその価格は国際市況に連動していること

から、市況の変動に伴い業績に影響を与える可能性があります。また供給元における事故等の事由

による原材料の供給不足、供給中断により業績に影響を与える可能性もあります。平成 17 年の状

況をみると、銅をはじめとするいくつかの原材料の価格が上昇しておりますが、当社グループにお

きましては、幅広い供給元から適時・適量・適性価格での供給を受ける体制の確立、及びより効率

的な製造工程の確立による製造コストの削減等により、その影響を最小限に抑えております。 

 

（5）知的所有権に係るリスク 

競争の厳しいエレクトロニクス業界では当社グループの持つ特許を侵害した模造品が世界各国

で流通し、それが売上等に影響を与える可能性があります。また、世界各国において特許が日々出

願されており、その発明または出願の日が先後することで、意図せずに第三者の特許権・商標権等

と抵触するような事態を招き、法廷の内外で相当の損害賠償金またはロイヤルティーを請求される

可能性があります。 

当社グループでは、特許等知財管理を行う法務部門を強化し、当社グループの開発による新たな

新技術を確実に当社グループの保有とするとともに、製品の開発･販売に際し、第三者の特許権・

商標権等との抵触が発生しないよう、調査を行い、可能性が予見出来る場合は回避策をとるなど、

第三者の知的所有権の侵害を未然に防止出来るよう、万全の注意を払っております。 

しかし、台湾子会社がその部品供給元同士で当初係争中であった特許侵害の訴訟に巻き込まれ、

米国の裁判所に提訴され、当該第一審裁判所で 2005 年 11 月に台湾子会社の特許侵害を認める陪審

評決が出されました。これには両社間で損害賠償の上限額を７百万米ドルにする合意がされていま

す。当社グループでは、この評決による事実認定を争うとともに、第一審裁判所の法律判断を求め

ております。陪審評決を覆す判決が得られることを期待してはおりますが、判決が期待に沿わない

事態もあり得ます。また、同様の問題を繰り返さぬよう、抵触の可能性を払拭出来る部品供給元へ

の切り替えを進めております。 

 

（6）海外展開に伴うリスク 

当社グループの製造拠点は全て海外(中国、台湾、メキシコ等)であり、中でも中国（番禺、太平

及び蘇州）が中心となっております。現状、当連結会計年度の連結売上高の約 77％が海外売上と

なっております。 

海外展開にあたっては、当社グループが事業展開を行っている地域での戦争・テロ等の政治的リ

スク、海外各国における予期せぬ法規制等の変更、疾病の流行等の社会的リスク、景気動向、為替

変動等市場要因による経済的リスク等、様々なリスクが当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

がありますが、各国・各地域の政治、社会、経済状況等の情報把握には万全の努力を払っておりま

す。 

特に税法を含む各地域における各種関連法規制に関しましては、法令遵守の観点から適切な対応

を図ってきておりますが、他方、近年、経済のクロスボーダー化の一層の進行の中で、制度変更あ

るいは各国間での制度対応の差異等が事業に影響を及ぼすケースも散見されており、経済合理性の

観点から一段と海外事業展開を図る一方で、制度法令解釈の相違により生じ得るリスクにも充分に

留意しつつ対応に努めております。 
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（7）品質・製造物責任に係るリスク 

当社グループ製品の要求仕様への不一致や欠陥により供給先である顧客の製造ラインが停止す

る事態や、欠陥を含んだ当社グループの製品を利用した電子機器に不具合が生じる事態も考えられ

ます。欠陥またはその他の問題が発生した場合は、当社グループの売上高、市場シェア、当社グル

ープブランドに対する信頼または評価、市場認知度、開発などに影響がでる可能性があり、また顧

客からの法的手段による請求の可能性もあります。 

当社グループは品質管理をコーポレートで一元管理し、ISO9000、ISO14001、QS9000 等の取得・

更新に努めながら、常に製品の品質向上に尽力し、製品の品質確保に万全を期しております。 

 

（8）Ｍ＆Ａ等による事業拡大に係るリスク 

 当社グループは技術力の強化や販売網の拡充を目的に、当社グループ以外の会社との事業提携、

合併及び買収（以下Ｍ＆Ａ等）を行うことにより、中期経営計画の達成を目指しております。Ｍ＆

Ａの実施にあたっては事前に相乗効果の有無を見極めてから実施を決定し、完了後は相乗効果を最

大にするように経営努力をしております。しかしＭ＆Ａ等の完了後に、両社間の企業文化の相違等

が障害となり、予想されたとおりの相乗効果が得られない可能性があります。また、Ｍ＆Ａ等に係

る費用等が、一時的に当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性もあります。当社

グループでは、現在ドイツの上場企業への公開買付けを行っております。公開買付け手続きに注力

すると同時に、経営統合に伴う相乗効果を最大限に引出すビジネスプランを綿密に策定することに

より、これらのリスクを解消していけるものと考えております。 

 


